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普通会計決算規模の推移
単位：百万円①歳入 ②歳出

① ②

第１編 普通会計決算収支の状況

１．普通会計決算規模

歳入： ２，２８５，６２３百万円（対前年度 ▲２６２，０７４百万円 ▲１０．３％）
歳出： ２，２３７，２００百万円（対前年度 ▲２６２，１３６百万円 ▲１０．５％）
令和４年度普通会計の決算規模は、歳入歳出ともに県政史上最大規模であった令和３年度に次ぐ規模と
なりました。

２．収支の状況

形式的収支 ：４８，４２３百万円（対前年度 ６２百万円 ０．１％）
翌年度繰越財源 ： ７，４１３百万円（対前年度 ▲６，１１２百万円 ▲４５．２％）
実質収支 ：４１，０１０百万円（対前年度 ６，１７３百万円 １７．７％）
単年度収支 ： ６，１７３百万円（対前年度 ▲１，３３３百万円 ▲１７．８％）
令和４年度の実質収支比率は３．２％となりました。
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令和4年度の埼玉県の実質収支は、全国で第3位（前年度第4位）となっています。
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実質収支の全国状況 単位：百万円

＜実質収支と実質収支比率とは？＞
実質収支とは、歳入と歳出を単純に差し引いた額（形式的収支）から、翌年度へ繰り越すべき財源

を差し引いた額のことで、その年度の実質的な収支です。
実質収支は地方公共団体の純剰余・損失を示す指標で、一般的に黒字団体か赤字団体かの判断基準

となります。

実質収支比率とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模
（標準財政規模）に対する実質収支額の割合をいいます。実質収支額が黒字の場合の比率は正数で、
赤字の場合は負数で表わします。

ポイント！

全国平均
21,304
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（実質収支比率）

（実質収支）

令和４年度の埼玉県の実質収支は４１，０１０百万円、実質収支比率は３．２％となっています。

全国ランキング
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東京都
実質収支： 286,727百万円
実質収支比率： 7.1

埼玉県
実質収支： 41,010百万円
実質収支比率： 3.2

愛知県
実質収支： 65,116百万円
実質収支比率： 4.7

全国平均
※東京都除く

全国平均
※東京都除く

※ 金額の単位は百万円

単位：百万円

※以下の２都県はプロットエリアの範囲外
であるため、データのみ明示

都道府県 金額 順位 都道府県 比率（%） 順位

東京都 286,727 1 島根県 7.5 1

愛知県 65,116 2 東京都 7.1 2

埼玉県 41,010 3 群馬県 7.0 3

群馬県 31,651 4 鳥取県 6.5 4

福岡県 30,197 5 和歌山県 5.9 5

- - - - - -

埼玉県 3.2 20

- - - - -

奈良県 2,806 43 奈良県 0.8 43

石川県 1,865 44 石川県 0.6 44

長崎県 1,303 45 富山県 0.4 45

富山県 1,166 46 滋賀県 0.3 46

滋賀県 1,050 47 長崎県 0.3 47

平均 21,304 平均 3.1

平均※東京都除く 15,534 平均※東京都除く 3.0

実質収支 実質収支比率

※ 平均は単純平均



１．歳入決算の特徴

令和４年度は歳入決算額 ２，２８５，６２３百万円となり、
対前年度で２６２，０７４百万円の減となりました。

前年度からの主な増減として、国庫支出金が２５１，７７６百万円の減、
地方債が５６，０７０百万円の減、地方税が３３，０１２百万円の増となっています。

第２編 歳入
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歳入構成比の推移

年度

主な自主財源である地方税の収入額は３年連続で増加しましたが、歳入構成比における割合は３年
連続で５０％を下回りました。

一方で、主な依存財源である国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症に関する交付金が減少した
ことにより前年度から金額、割合ともに減少しています。

①地方税 ②地方交付税
③国庫支出金 ④地方債
⑤その他

①

②

③

④

⑤

－4－
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埼玉県は主な自主財源である地方税の割合が全国で第４位となっており、他県と比較すると自主財
源の比率が高くなっています。

＜自主財源と依存財源とは？＞
自主財源とは、地方公共団体が自主的に収入できる財源をいいます。
地方税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入等が該当します。その中で地方税がほと

んどを占めます。
自主財源の割合は、行政活動の自主性と安定性の確保が可能かどうかの指標となります。そのため、

財政の自主性を高めるためには、歳入全体に占める地方税の割合が高いことが望まれます。
依存財源とは、国の意思により定められた額を交付されて収入する財源をいいます。
地方交付税、地方譲与税、国庫支出金、地方債等が該当します。ただし、地方交付税及び地方譲与

税は、便宜上国から配分されていますが、その本質から地方公共団体の固有の財源として、依存財源
と区別する場合もあります。

ポイント！
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２．地方税の状況
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地方税収入の推移 単位：百万円

年度

令和４年度の地方税収入額は、１，０２０，７２３百万円（※）となり、
前年度より３３，０１２百万円の増となりました。

法人二税や、本県が受け取る地方消費税清算金が増加したことが主な要因となっています。
※ 地方消費税清算後の地方税額

（地方消費税清算前地方税 823,157百万円＋地方消費税清算金収入 332,309百万円－地方消費税清算金支出 134,743百万円）
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地方税構成比
（地方消費税清算前）

単位：百万円

169,243
17,376

51,029

16,598

地方税収入は、３年連続で増となりました。
【参考】平成２７年度は、地方消費税の税率引き上げによる増収や、税制改正により地方法人特別税（国税）の一部

が法人事業税（県税）に復元されたことなどにより大幅な増となりました。

302,985

143,013

91,202

※ 地方消費税は清算前の金額
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令和４年度の埼玉県の地方税収入額は全国第５位（前年度第５位）となっています。
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目的別歳出決算割合の推移

⑧

⑨

１．歳出決算の目的別構造

令和４年度は歳出決算額 ２，２３７，２００百万円となり、
対前年度で２６２，１３６百万円の減となりました。
目的別の前年度からの主な増減として、商工費は新型コロナウイルス感染症に係る感染症防止対

策協力金支給事業の段階的終了等により、２２６，１０９百万円の減、民生費は生活福祉資金貸付
事業費補助（特例貸付分）の終了等により２８，４４８百万円の減、教育費は岩槻はるかぜ特別支
援学校の整備や教職員定数の増等により１０，０４１百万円の増となっています。

平成２５年度と比較すると、衛生費の構成比は新型コロナウイルス対応により８．３ポイントの
増、教育費は平成２９年度の教職員給与負担のさいたま市への権限移譲等により８．９ポイントの
減となっています。

第３編 歳出

年度

①民生費 ②衛生費 ③土木費 ④警察費 ⑤教育費 ⑥公債費 ⑦商工費 ⑧総務費 ⑨その他

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
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④

⑤
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令和４年度の埼玉県の目的別歳出構成比は、他県と比較して民生費及び教育費の割合が高くなって
います。民生費は１８．７％で神奈川県に次いで、教育費は２１．３％で滋賀県に次いでそれぞれ全
国で２番目に高くなっています。
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２－１．歳出決算の性質別構造

性質別の前年度からの主な増減として、人件費が６，４３５百万円の増、扶助費が７，１２１百万
円の増、公債費が３，６９７百万円の減、埼玉県感染防止対策協力金支給事業の段階的終了により補
助費等が２７８，６２９百万円の減となっています。

義務的経費が全体に占める割合は４０．６％となり、前年度から４．７ポイントの増となっていま
す。

また、平成２５年度と比較して、人件費の構成比は減少傾向にあり１１．６ポイントの減、補助費
等は社会保障関連経費や新型コロナウイルス感染症対策経費の増加等により１１．４ポイントの増、
公債費は３．９ポイントの減となっています。
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①人件費 ②扶助費 ③公債費 ④補助費等 ⑤普通建設事業費 ⑥その他
※①～③が義務的経費
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④

⑤

⑥

年度225 26 27 28 29 30 元
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令和４年度の埼玉県の性質別歳出構成比は、他県と比較して人件費及び補助費等の割合が高くなって
います。人件費は２４．６％で三重県に次いで全国で２番目、補助費等は３８．０％で全国で６番目に
高くなっています。

＜義務的経費とは？＞
通常、地方公共団体の歳出の性質は①人件費②扶助費③公債費④補助費等⑤普通建設事業費⑥災害復

旧事業費⑦失業対策事業費⑧物件費⑨維持補修費⑩積立金⑪投資及び出資金⑫貸付金⑬繰出金⑭前年度
繰上充用金の１４の項目に分けられています。

義務的経費とは、そのうち①人件費②扶助費③公債費をいいます。
歳出の構成において、経常的経費の比率が低いほど財政の自由度が高く、弾力性があるといえます。

経常的経費のうち特に義務的経費の占める割合が大きいほど、経常的経費の増大傾向が強くなります。

ポイント！
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２－２．人件費の状況

令和４年度の人件費は５５１，００２百万円となり、対前年度６，４３５百万円の増となりました。
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人件費の推移 単位：百万円
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香川県
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富山県
石川県
秋田県
和歌山県
奈良県
宮崎県
山形県
大分県
青森県
愛媛県
滋賀県
山口県
熊本県
岩手県
長崎県
岡山県
沖縄県
三重県
宮城県
群馬県
京都府
栃木県
鹿児島県
新潟県
岐阜県
広島県
長野県
福島県
静岡県
茨城県
福岡県
兵庫県
神奈川県
千葉県
北海道
埼玉県
愛知県
大阪府
東京都

令和４年度の埼玉県の人件費は、全国で第
４位（前年度第５位）となっています。

人件費の全国状況
1,557,624

単位：百万円

全国平均
26４,577

0

－12－



令和４年度の埼玉県の県民１人当たりの人件費は、７５．２千円（前年度７３．７千円）となり、
全国第４６位（前年度第４６位）となっています。
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兵庫県

宮城県

熊本県

岡山県

新潟県

奈良県
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茨城県

東京都

群馬県

栃木県

石川県

滋賀県

岐阜県

長野県

三重県

富山県

愛媛県

山口県

香川県

青森県

大分県

福島県

沖縄県

宮崎県

長崎県

山形県

山梨県

鹿児島県

秋田県

岩手県

福井県

和歌山県

佐賀県

徳島県

鳥取県

高知県

島根県

県民１人当たりの人件費の全国状況
単位：千円

全国平均（加重）
１００．０

０.０

－13－

全国平均（単純）
１２０．0



２－３．扶助費の状況

令和４年度の扶助費は６４，５１３百万円となり、対前年度７，１２２百万円の増となりました。
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扶助費の推移 単位：百万円

年度
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74,321 
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岡山県
福井県
島根県
和歌山県
滋賀県
徳島県
高知県
岐阜県
三重県
岩手県
佐賀県
大分県
山口県
京都府
宮崎県
宮城県
青森県
奈良県
長野県
栃木県
静岡県
長崎県
広島県
福島県
熊本県
鹿児島県
愛媛県
茨城県
沖縄県
群馬県
兵庫県
千葉県
愛知県
神奈川県
埼玉県
北海道
福岡県
大阪府
東京都

令和４年度の埼玉県の扶助費は、全国で第
５位（前年度第５位）となっています。

扶助費の全国状況 単位：百万円

全国平均
2８,２２２

－14－

191,313

0



令和４年度の埼玉県の県民１人当たりの扶助費は、８．８千円（前年度７．８千円）となり、全国
第３４位（前年度第３３位）となっています。
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長崎県

徳島県

島根県

高知県

沖縄県

愛媛県

県民１人当たりの扶助費の全国状況
単位：千円

－15－

全国平均（単純）
12.5

全国平均（加重）
10.7



２－４．公債費の状況

令和４年度の公債費は２９２，４４９百万円となり、対前年度３，６９７百万円の減となりました。
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公債費の推移 単位：百万円

年度

50,161 
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宮崎県
愛媛県
滋賀県
石川県
山形県
島根県
奈良県
山口県
富山県
長崎県
栃木県
群馬県
岩手県
秋田県
岡山県
岐阜県
熊本県
青森県
福島県
宮城県
三重県
鹿児島県
京都府
長野県
茨城県
広島県
新潟県
静岡県
千葉県
埼玉県
福岡県
兵庫県
神奈川県
北海道
東京都
愛知県
大阪府

単位：百万円
公債費の全国状況

令和４年度の埼玉県の公債費は、全国で第８
位（前年度第７位）となっています。

全国平均
144,214

－16－

0

399,371
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徳島県

福井県

高知県

秋田県

島根県

県民１人当たりの公債費の全国状況
単位：千円

令和４年度の埼玉県の県民１人当たりの公債費は、３９．９千円（前年度４０．１千円）となり、
全国第４５位（前年度第４５位）となっています。

全国平均（加重）
５５．４

－17－

全国平均（単純）
６８．４



２－５．補助費等の状況

令和４年度の補助費等は８５０，０１２百万円となり、対前年度２７８，６２９百万円の減となり
ました。
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補助費等の推移 単位：百万円

年度

105,505 

110,583 

119,884 

128,071 

130,847 

130,850 

132,551 

145,991 

155,134 

156,838 

164,903 

165,603 

167,434 

184,015 

184,421 

191,035 

193,414 

194,372 

195,315 

210,298 

212,559 

231,034 

262,872 

271,603 

273,240 

274,951 

275,365 

276,172 

278,281 

280,192 

306,385 

316,769 

329,984 

338,916 

382,797 

408,619 

456,337 

535,647 

707,676 

759,669 

804,854 

850,012 

926,901 

1,065,137 

1,088,762 

1,491,574 

100,000 300,000 500,000 700,000 900,000 1,100,000 1,300,000 1,500,000 1,700,000 1,900,000

鳥取県
徳島県
島根県
福井県
高知県
山梨県
佐賀県
香川県
富山県
秋田県
大分県
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愛媛県
宮崎県
石川県
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奈良県
岩手県
滋賀県
山口県
長崎県
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三重県
沖縄県
長野県
栃木県
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鹿児島県
熊本県
福島県
宮城県
新潟県
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広島県
京都府
静岡県
福岡県
千葉県
兵庫県
埼玉県
北海道
愛知県

神奈川県
大阪府
東京都

令和４年度の埼玉県の補助費等は、全国で
第６位（前年度第５位）となっています。

補助費等の全国状況
3,837,554

単位：百万円

全国平均
434,275

－18－

850,012

0



令和４年度の埼玉県の県民１人当たりの補助費等は、１１５．９千円（前年度１５２．６千円）と
なり、全国第４７位（前年度第３５位）となっています。
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高知県

東京都

県民１人当たりの補助費等の全国状況
単位：千円

全国平均（加重）
164.1

－19－

全国平均（単純）
162.1
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普通建設事業費の推移

２－６．普通建設事業費の状況

令和４年度の普通建設事業費は１９２，２４３百万円となり、対前年度１２，５４７百万円の増と
なりました。

単位：百万円

①普通建設事業費（補助） ②国直轄事業負担金 ③普通建設事業費（単独）

①

②

③
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徳島県
山口県
富山県
群馬県
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愛媛県
滋賀県
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沖縄県
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福井県
宮崎県
三重県

和歌山県
佐賀県
秋田県
大分県
栃木県
広島県
青森県
宮城県
長崎県
千葉県

鹿児島県
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茨城県
熊本県
岐阜県
長野県
新潟県
大阪府
埼玉県
静岡県
福岡県
兵庫県
福島県
愛知県
北海道
東京都

①普通建設事業費（補助）
②国直轄事業負担金
③普通建設事業費（単独）

全国平均
165,292

778,693

令和４年度の埼玉県の普通建設事業費は、全
国で第８位（前年度第１３位）となっていま
す。

① ② ③
普通建設事業費の全国状況 単位：百万円

年度

－20－

①

②

③



令和４年度の埼玉県の県民１人当たりの普通建設事業費は、２６．２千円（前年度２４．３千円）
となり、全国第４４位（前年度第４５位）となっています。
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県民１人当たりの普通建設事業費の全国状況
単位：千円

①普通建設事業費（補助）
②国直轄事業負担金
③普通建設事業費（単独）

① ② ③

全国平均（加重）
62.5
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１．標準財政規模・財政力指数

令和４年度の標準財政規模は１，２６９，１１０百万円となり、対前年度２７，５６１百万円の減
となりました。

財政力指数は０．７３８８３となり、対前年度０．００４６８ポイントの減となりました。
標準財政規模は５年ぶりの減、財政力指数は２年連続の減となっています。

第４編 財政指標

1,127,329 1,147,840 

1,183,350 
1,191,190 1,175,584 1,187,033 1,201,498 

1,220,662 
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標準財政規模・財政力指数の推移
単位：百万円

①標準財政規模
②財政力指数

①

②

＜標準財政規模と財政力指数とは？＞

標準財政規模とは、地方公共団体の一般財源の標準的大きさを示すものです。
地方公共団体が通常水準の行政サービスを提供する上で必要な一般財源の目安となる数値で、財政

分析や財政運営の指標算出のためなどに利用されます。
・・・より専門的には、令和４年度は以下の式で算定します。
[{基準財政収入額－（道府県民税所得割における税源移譲相当額の25％＋地方揮発油譲与税＋石油ガス譲与税＋森林環境譲与
税＋自動車重量譲与税＋航空機燃料譲与税＋交通安全対策特別交付金＋地方消費税に係る引き上げ分の25％）＋（分離課税
所得割交付金）}×100/75＋（地方揮発油譲与税＋石油ガス譲与税＋森林環境譲与税＋自動車重量譲与税＋航空機燃料譲与
税＋交通安全対策特別交付金） － （分離課税所得割交付金）]＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額

財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示す指数です。
財政力指数が高いほど自主財源の割合が高く、財政力が強い団体となります。
財政力指数が１を超える団体は、その超えた分だけ標準的な水準を超えた行政を行うことが可能と

なります。国からの普通交付税の交付を受けません。
算定は基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の過去３か年の平均値をとって行います。
ここでいう基準財政収入額とは、地方公共団体が標準的に収入しうると考えられる地方税等のうち、

基準財政需要額に対応する部分の額をいい、基準財政需要額とは、地方公共団体が妥当かつ合理的な
平均的水準で行政を行う場合に要する財政需要の額をいいます。

ポイント！

年度
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4,028,124

標準財政規模の全国状況

令和４年度の埼玉県の標準財政規模は、 １，２６９，１１０百万円
（前年度 １，２９６，６７１百万円）となり、全国第６位（前年度第６位）となっています。

全国平均
６２４，４７４

単位：百万円
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財政力指数の全国状況

令和４年度の埼玉県の財政力指数は、０．７３８８３（前年度０．７４３５１）となり、全国第６
位（前年度第６位）となっています。

全国平均
０．４９３７８
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経常収支比率の推移

２．経常収支比率

令和４年度の経常収支比率は９６．２%となり、前年度と比較して６．１ポイントの悪化となっ
ています。

人件費や社会保障関連経費の増により支出が１．５％増加するとともに、地方税収は増加したも
のの普通交付税、臨時財政対策債の減により収入が４．９％減少したことが要因となっています。

＜経常収支比率とは？＞

経常収支比率とは、地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率として使われます。

人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常的経費に、地方税、普通交付税等を中心とする経常一
般財源収入がどの程度充当されているかをみます。

簡単にいえば、毎年かかる経費が毎年自由に使える収入に対してどれくらいあるかを見る比率です。
つまり、自由に使える収入の残りが大きければ大きいほど（＝経常収支比率が低ければ低いほど）余

裕をもつこととなり、いわゆる財政構造に弾力性がある地方公共団体ということになります。
逆に自由に使える収入の残りが少なければ少ないほど（＝経常収支比率が高ければ高いほど）景気の

変動や社会の変化に対応できるだけの余裕が乏しく、弾力性を失いつつある地方公共団体ということに
なります。

ポイント！

①人件費 ②扶助費 ③公債費 ④その他
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年度

％

％
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％

％

②

①

③

％

％
④

％

②

①

③

④

単位：％
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経常収支比率の全国状況
単位：％

① ② ③ ④

①人件費 ②扶助費 ③公債費 ④その他

全国平均
９３．３

令和４年度の埼玉県の経常収支比率は、９６．２％（前年度９０．１％）となり、全国第４０位
（前年度第４１位）となっています。

埼玉県は他県と比較すると、経常収支比率のうちその他（補助費等）の割合が高い状況となって
います。

102.2
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【自主的な改善努力による
財政健全化】

● 財政健全化計画の策定
● 外部監査要求の義務付け
● 計画実施状況の議会への報

告、市民への公表

３．実質赤字比率・連結実質赤字比率

＜健全化判断比率とは？＞

健全化判断比率とは、地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を
判断するためのものとして、以下４つの財政指標を定めています。

① 実質赤字比率
地方公共団体の最も主要な会計である「一般会計等に生じている赤字の大きさ」を、その地方公共団

体の財政規模に対する割合で表したものです。

② 連結実質赤字比率
公立病院や下水道などの公営企業会計を含む「地方公共団体の全会計に生じている赤字の大きさ」を、

財政規模に対する割合で表したものです。

③ 実質公債費比率
地方公共団体の借入金（地方債）等の「返済額（公債費）の大きさ」を、その地方公共団体の財政規

模に対する割合で表したものです。返済額には、債務負担行為の支出予定額など実質的な公債費も含ま
れます。過去３か年の平均値をとって算定します。

④ 将来負担比率
地方公共団体の借入金（地方債）の残高など「現在抱えている負債の大きさ」を、その地方公共団体

の財政規模に対する割合で表したものです。

【各指標の基準】

ポイント！

健全段階 再生段階早期健全
化段階

健
全
財
政

財
政
悪
化

① 実質赤字比率

② 連結実質赤字比率

③ 実質公債費比率

④ 将来負担比率

早期健全化基準

３．７５％

８．７５％

２５％

４００％

財政再生基準

５％

１５％

３５％

【指標の整備と情報開示の徹底】
● 監査委員による審査
● 議会への報告、県民への公表

【国等の関与による確実な再生】
● 財政再生計画の策定
● 外部監査要求の義務付け
● 財政再生計画の総務大臣協

議・同意
● 計画実施状況の議会への報

告、県民への公表

埼玉県は、過去全ての年度で実質赤字比率・連結実質赤字比率とも該当はありません。
また、令和４年度決算において該当する都道府県はありません。

－27－
※ いずれも道府県の場合（東京都は別途設定）

【自主的な改善努力による
財政健全化】

● 財政健全化計画の策定
● 外部監査要求の義務付け
● 計画実施状況の議会への報

告、県民への公表



４．実質公債費比率・将来負担比率
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将来負担比率

令和４年度の将来負担比率は１５６．５％となり、昨年度から１．４ポイントの改善とな
りました。

令和４年度の実質公債費比率は１０．７％となり、昨年度から変動はありません。
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（将来負担比率）

（実質公債費比率）

令和４年度の埼玉県の実質公債費比率は全国で第２２位（前年度第２４位）、将来負担比率は全国で
第１８位（前年度第１９位）となっています。

全国ランキング

財政悪化

単位：％
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健全財政

財政悪化

埼玉県
実質公債費比率： 10.7％
将 来 負 担 比率：156.５％

都道府県 比率（％） 順位 都道府県 比率（%） 順位

東京都 1.2 1 東京都 17.3 1

島根県 6.4 2 沖縄県 25.9 2

福島県 6.7 3 神奈川県 72.7 3

岐阜県 7.2 4 青森県 74.3 4

沖縄県 7.3 5 宮崎県 97.3 5

- - - - - -

埼玉県 10.7 22 埼玉県 156.5 18

- - - - -

秋田県 15.3 43 福岡県 250.7 43

兵庫県 15.5 44 京都府 272.1 44

京都府 16.5 45 新潟県 303.5 45

新潟県 18.2 46 北海道 311.0 46

北海道 18.9 47 兵庫県 330.8 47

平均 10.1 平均 154.2

実質公債費比率 将来負担比率

※ 平均は加重平均




